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デュポン火薬会社における重層的

管理会計の体系化 (1)

( 1) 1 

高 寺貞男

I 重層的管理会計史としての大企業管理会計史

「経営管理の 2つの主要職能は一般的には計画設定と統制 (planning anu 

control)であると考えられている。 ・・・計画設定とは主として代替案のなかか

ら選択することを含む烹思決定活動であり，統制は計画が〔効果的に〕実施さ

れるのを確実にする〔活動に外ならない〕。 これら 2つの職能の情報にたいす

る要求はしばしば異なっているJI)ので，これら相異なる情報要求に応えるべし

経営管理過程を援げる〔会計システムとして組織された〕会計活動または会計行動

である経営管理会計く以下「管理会計」という。〕は，計画設定または意思決定過

程に含まれる「代替案の計数的評価J2l1こ主としてかかわる「計画設定のための

会計 J3!(accounting for pla皿 ing)または「意思決定会計J4) (decision accounting) 

L 統制j過程に含まれる「組織上の責任〔区分〕ごとに計画〔の実施規準とし

ての予算または業績標準〕と実績との計数的対比」叫こ主としてかかわる「統制j

のための会計」ω(a田 ounti唱 for∞ntrol) または「業績評価会計J1) (perfor皿 ance

accou凶 ng)から構成されている，と説かれている。

1) American Accounting Association， A Statement of Basic Accounting Theo叩， 1966 

p. 37 

2) Robert Beyer， Profita.bility Accounting for Planning and G酎 ltrol，1963， p. 17 

3) Charles T. Horngren， Accounting for M山叫:gemE!ntGιmtrol， An lntroduction， 2nd 
ed.) 19-70， p. 4 

4) Beyer， op. cit.， p. 17 

5) Beyer， O~ρ cit. ， p. 17 

6) Horngren， O~ρ cit. ， p. 4 
7) Beyer， op. cit.， p. 17. 
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このような経営管理の主要職能に応じた管理会計の体系区分は，もちろん，

経営管理職能の階層的=垂直的分化〈ならびに過程的=水平的分化〉と相容れない

ものではなく，適合的でさえある。しかし，経営管理「階層によって，計画し

統制する内容や方法がいちじるしく異なってくるJ"ことを重視するならば，

「管理会計の体系をまず上級，中級，下車止の各経営管理者層別に大別し，その

内容をそれぞれ計闘じ設定のための】会計と統制u[のための〕会計とに区分す

るか」へあるいは，管理階層によって計画設定と統制lにたいするウヱイトづけ

が異なることに着目したR・N.Yγ ツー によヮて「提示された，計圃設定・

統制システムの有効な 般化を体系的に表現するための枠組みJ10lを管理会計

の領域へ適用して，つぎのように区分すべきであろう。

1) トップ・マネジメントとλタザフによっておこなわれる長期的戦略的計

画設定のための会計 (accountingfor long-term strategic planning) 

2) トヲプ マネシメントとライン管理者とによっておこなわれる短期的総

合管理(計画設定と〕統制のための会計 (accountingfor short-term 

overall management [planning andJ control) 

3) 現業管理者または監督者によっておこなわれる日常的現業統制のための

会計 (accountingfor day-to-day operational control) 

いずれにしても，こうした体系区分は，現代の大規模企業における管理会計

が多レベノレの経営管理組織に対応した多レベルの経営管理会計 (rnulti-level

management accοu副 mg，以下「重層的管理会計」邑いう。〉として編成され℃いる，

という現状認識に立脚している。そこでJこのような現状認識を過占へ投影し

てみると，大規模企業の出現にともない経営管理組織が階層化してからの管理

会計は 3段陪または少なくとも 2段階の重層的管理会計として編成され，運

8) 岡本清「経営管理会計の体系J. 飯野利夫 山桝忠恕『会計学基礎講座3 経営管理会計』
再版，ユ965年. 42ベク.

9) 上掲書. 42ベ一三人

10) Robert N‘Anthony， Planm"ng and Qn叫四Z丘ystems，A Frame'tιork for Analysis. 
1965， p. 15. 
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用されてきたはずであるーーもしもそうでなかったら，大規模企業を組織し，

運営することは不可能であった11)_ーと L、う歴史認識がえられるであろう。

たしかに，単一製品・単一職能 (single-productand single-function)の多工場

企業 (multi-plant:firm)ー→単一製品・多職能 (single-productyet皿 ulti-function)

の多部門企莱 (multi-departmentfirm)ー→多製品・多職能 (multi-productand 

皿 ulti-function)の多事業部企業 (multi-division五rm) とL、う「大規模〔士業〕企

業の発展段階」却をたどるにつれて， これら大規模企業の重層的管理会計は，

システムとして単純素朴なもりからより複雑精巧なもりへ進化してきているけ

れども，その第 1段階ないし第2段階から重層的管理会計として編成され，運

用されてきたはずである。

ととろが，これまで(特にわが国で〕進められてきたアメリカ管理会計史の研

究には，上記のような歴史認識に立脚して構想されたものが皆無に遅い。その

成果をサ ベイしてみると，そのほとんどは，管理会計史と管理会計論ちりを意

識的に区別することなく(ましてや，両者の相互関係を問題とすることなり，比較

的容易に関係文献が入手可能な管理会計論史の研究をもって管理会計史の研究

に代置している。その結果，従来のアメリカ管理会計史の研究では， (各レベノレ

白管理会計り普及=公開=制度化段階にあらわれる〉管理会計論の史的展開にそって，

まずはじめに現業νベノレでの〔標準原価計算ニ諭のような〕現業統制のための会計

が， ついでより高いレベルでの〈予算統制=論のような〕総合管理統制のための

会計が，最後にトップ・レベルでの(長期計画=論のような〕戦略的計画設定の

ための会計が，順次下層から上層へと積上げられてきたかのように，叙述され

ているのが普通であった。したがって，そこには，大規模企業の管理会計が第

か-"~-'<!-，，，ーァ
1ユ) I大〔規模]企業は〔重層的な管理〕会計組織からの十分な援けなしにはもはや運宮すること

ができなし、J CChar1es A. Hei田 ，Ac回開tingin the Administration of L田 -geBusiness 

Entertrises， 1943， p. 11ー〕とし寸意味で，ある企業における重層的管理会計、ノステムの存否は
当該企業が大規模企業として組織的に成立したかどうかをテストする指標となりうるのである。

12) Alfred D. Chandler， Jr. and Fritz Redlich，“Recent Developments in American 
Busin田 sAdministration and由eirConceptualization，" Business History Review. Vol 

35， No. 1， SprIng 1961. p. 20 
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1段階ないし第 2段階からいくつかの経営管理階層の管理会計が折重なった重

層的管理会計として編成され，運用されてきたに違いないという歴史認識が完

全に欠落しているのである。

かかる研究動向からすると，現在〔特にわが国の〉会計史家に課せられている

重要な仕事の 1つは，管理会計論の史的展開にしばしば先行しながら L各レベ

ノレの管理会計の普及=公開=制度化段階に入る以前の開発=非公開=実験段階におい O

実施されてきた大規模企業り管理会計史を重層的管理会引の歴史として再構成

i~ る乙とであろう。

とはいうものの，この課題を十全に果たすためには，少な〈とも大規模企業

の各発展段階を代表するいくつかの典型的事例を選定して，それぞれの重層的

管理会計について詳細な実態調査を積重ねていかなければならない。そこで，

本稿では，その手はじめとして. 1903年に(その前年にトーマス・コーノレマシ・デ

ュポン， ピエー/レ・十竺 ι エル・デュポシノとアノレフレッド・ I・デュポンの 3人の従兄

弟B) によって継承されたE'1・デュポγ.ド・ヌムール会祉の火薬事業とそれが株式

保布を通じて支配していたハザード，イースタ γ ・ダイナマイト B ラフリン・アンド・ラ

Y ドのような火薬会社27社主合同させ. E'  1・デェポン・ド・ヌムーノレ会社=持株会

社の子会社=事業会社として)新設合併してから I生産・流通施設の再組織JlU

13) 大規棋企業の「組織関係を体系化1.-.これを明確討じすることに最大の関bを示した人びとの陪
とんどは〔工:ff大学で〕工学教育を受けt人び乏であったむJCAlfred D. Chandler， Jr.， Stl匂 t.
egy and ~支出ctu問，じ haþters t'n the正面白ry0.1 the lnd，ぷst判 alEnterPrise， 1962. p. 317.) 

もちろん，倒列}はある。たとえば，デェLボソ家白"人の従兄弟」はいずれも「マサチュセツツ
工科大学出の経営者 (M.1. T. manage四回lt)J (George H. Kerr， Du p，何!tRomance， A 
R何 uniscentNaげ 'attveザ E 工DuPont ゐ l\Tprnou.r.~ and C加ゆany，1938. P. 148.)で

あったけれども. Iコ ルマンとアルフレッドは. [ピエ ノレが推進した]冷静で升析的な，しか
もしばしば非情な会社経世法になじめなかった.J((士hnndl色れのか αt.，pp. 318-319.) 

14) A1fred D. Chandler， Jr. and Stephen Salsbury， Pie門吃S.Du Pont and the Making 
0.1 tlw Mode打 1 Cm-to市 tl'O叫 1971，p. 158 

その場合に. I製造部門は[蹄〕設備ぷ正面歯止よってある程度まで規模の闘を達成でき
た」 σbid.， p. 158.)カむその後「各[製造〕部門は ー 1904年には，非能事工場の閉鎖と版売よ
戦略的に配置された新工場の建設とL寸生産の合理化諜を開発しはじめた。J(Ibid.， p. 206.) 

ζのことは. ，駒続企業の合同」に号|きつづいて「第2ステップJ(Ern.est Dale，“Du Pont: 
F曲目erin Systematic Management，" Adm:inistrative Sci帥 ceQuarterly. Vo1. 2， No. 1. 
June 1957， p. 43.)として実施しなければならない「垂直的統合と既存〔生産]工程改善政策が
新生産施設の建設にたいして優先権を与えられていたJ CChandler and Salsbury，噌.cit.， p. 
217.)よとると恵味している。
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を通じて， 11911年ごろ〔まで〕に〔単一製品・多職能の多部門企業として〕

1つの大きな市場へ向けて全系列の製品 (afull line of products for one major 

皿 arket)を生産する垂直的に統合された大企業〔仏e large vertical1y. integrated 

enterprise) の原型となったJl5lE • 1・デェポン・ド・ヌムーノレ火薬会社 (the

E. I. du Pont de Nemours Powder Company，以下「デ L ポン火薬会社」とし、ぅ。〕

の重層的管理会計について， (カナダのウエスタン・オンタリオ大学準教授H ・トー

マス・ミP三ンソンが1975年に発表した論文の紹介をかねて〉考察することにしたい。

そのためには 1垂直的に統合された工業企業で経営管理のために会計情報

を利用した初期のすてきな事側j16)とLてデュポY火薬会祉を選んだ理由から

説きはじめねばならないの c 本稿(1)の第E節では，デュポY火薬会社によっ

て編成され，運用された重層的管理会計の歴史的志義につい ζーーその前史と

して第匝節で考察する鉄道会計の工業会計への侵透過程の終着点に接続する新

出発点として 解明し，ついで，各論に移り，第IV節では，当社の戦略的訂

画設定のための会計について， (続稿として発表予定の〕木稿(2)の第V節以下で，

当社の総合管理統制と現業統制のための会計について，詳述するととにしたいQ

II デュポン火薬会社の重層的管理会計の歴史的意義

1186日年頃までアメリカ工業界を支配していた単製品・単一職能」凶の単

一工場「企業は， 1870年代と 1880年代に [1新工場の建設，買収または他企業

との連合によってJ'BJ) 地理的に分散した多数の工場を含むまでにその事業を

15) Chandler and Salsbury，ゆ cit.，p. 255. 

16) H. Thomas J ohnson，“Management Accou治田gin an Early Integrated Industrial: E 

1. du Pont de Nemou四 PowderCompany， 1903-1912，" Business I-li“tn叩 Review，Vol 

49. No. 2， Summer 1975， p. 185; H. Thomas Johnson. '・ TheRole of A.α:I"ll1nting Hlstory 
in the Study of Modern Business Enterprise，" The Accollnting Revi目 v，Vo1. 50， No 

3， 1 uly 1975， p. 445. 

以下，引用注を記す時には，これら2つの論文を区別するために，後者。へージ表記の前に市
印を付すことにする。

17) Chandler and Redlich， ot. cit.， p. 9 

1的 ChandleranぱdRedlおh，0.ρ.C<ιI p. 6. 
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拡大した後できえ，その活動は単一職能にとどまっていた。J19)

したがって 11899年以前の典型的む製造企業の活動はあきらかにその会計

V ステムに〔単 製品・単一職能の多工場における比較的1短期の現業情報を

ととのえることを期待したにすぎなかった。 ー・・たとえば. 1890年代のおわり

に鉄鋼業，電気鉄道業，機械製作業，化学工業〔の分野〕で活躍した fその当

時の〕大企業の会計記録についておこなわれたいくつかの調査は，かかる企業

がその比較的発達した原価〔会計】 Vステムをほとんどもっぱら工場レベノレ

(factory level) での材料費と労務費を監視するために使用したことを示してい

る。このような工場〔での生産〕能率の重視は. 19世紀のおわりに〔その当時

の〕大製造企業によって使用された複雑な原価〔会計〕シλ テムの多くを設計

したフレデリック・ W.テーラーのような産業技師たちの偏向を反映Lてい

た。」劃たとえば 1テーラーは工場組織 Cの生産能率1を主題とし，より大雪
=ーザーシャ"レ イフイミシュν，-

な 組 織〔とし℃の企呆全体の「採算性J''') には関心をはらわなかった」叩

といわれていることからもわかるように，彼が「近代工業会計発達〔史3上に
'イオニヤ

おける〔第 2次〕開拓者」四兼コ Y サノレタ γtとして考案し，推奨した製造「原

19) Chandler and Redlich， op ci九乱 9

20) Johnson. oP. cit.， * pp. 448-449 
21) Johnson， ot. cit.， p. 194 

22) Chandler， ot. cu.， p. 317 

「工場の規模拡大はどこでも 別々に慣行的に営まれている諸生産工程を社会的に結合さ
九科学的に配列された諸生霊工程へ転化ナるための出発点生なすJ(Karl Marx， Das KaPi-
tal， 1953， Bd. 1， S. 661.)が，その延長線上において， rフ νデリツク W.テーラ やそ
の他の『軒学的管理』の提唱者や実践家がエネルギーを集中したのは. [単一製品 単一職能の
多工場企業における工場=現業レベルという] もっとも低い経営管理レベル (lowest admin 

istrative level)であった。J(Chandler， ot. cit.， p. 284.) 

23) Frank Barkley Copley， Frederick W. Taylor. Father of Sci四u:/icManag;印 1Rnt，1923， 
Vol. 1， p. 363 

「テーラーが鉄道[会計JQ) [豊富]な経験をもっていた会計士と共同して技自身の原価会計の
開発をはじめたJ(Leland H. J enks，“Early Phases of Management Movement，" A出 附Z

istrative Sciellce Quarterly， Vol. 5， No. 3， December 1960. p. 427n.)乙とからもわかるよ
うに「テ ラーは彼の基本的アイディアを流の鉄道会計士からえた. [したがって〕テ ラー
は彼の会計手続が独削的で (unique町匝iginaJ)あるとは決して主張しなかった.J CDaniel 

Nelson，“Scientific Management. Syst日 laticManagement. and Labor， 1880-1915，" B払匂-

ness HistOJてyR配的(.'， Vo1. 48， No. 4. Winter 1974， p 484.) ノ
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価〔会計〕システムは. c内部請負親方に代って〕主として労務費と材料費を

監視するために設計された」叫にすぎず， それ以上のことを達成しようとは意

図されていなかった。

たしかに，単一製品・単一職能の多工場企業では I本社と現場の区別」を

必要としたから，それ以前の単一工場企業とは違って I本社で〔総合管理統

制にたずさわる〕指導的な人達」は I各現場で工場または営業所を管理する

責任を負わされている他の管理者の仕事を監督する」ばかりではなしさらに

円、くつかの現場活動を調整しなければならなかった。J25)しかし，この職務は

「現場活動の拡大，持続， 縮小J2s)という生産調整にとどまっていたので， 単

製品・単一職能の多工場企業において会計Vλ テムに課された任務は，すで

にのベたように，比較的短期の現業情報をととのえること以上にはでなかった

のである。

しかあに. 19日0年以後になると Iアメリカ工業の主要部門は単製品・多

職能の大企業に上って支配されるようになった。これら合同企業は〔合併する

まで独立した企業で別々に常まれていた諸職能を〉垂直的に統合した結果，

〔中間商人を介在させない〕自己販売，第 1次資源仁部門〕からの自己購買ま

たは原料の自己生産をおこなうようになったので，異なった職能活動は異なっ
デパートメ γ ト

た部門として組織されるにいたった」聞が，その過程で「デュポン火薬会社

- ・・、この乙とはテーラ一世鉄道銭十のr業会計への侵透過宮前半D開発=非公開=実験段階におけ
硝 1投開拓者ではなし槙半のii=芸品=蝉ィE段階に附鵠2次開拓者兼コシサルタソ
トであった事実を反映している.
テーラーが主として原価計算コソサルタントとして活躍した (Ibid.，IJ. 484.) 19世紀末には，

「実捺に採用している原価計算法の公開問題Jをめ「って，少数の経営者は公開「要求を企業秘
密にたし寸一る完全に不当な世入とし Cひど〈いやがった」が，その反画，原価計算「実務を完全
に公開する甲をいとわなかった多数の経営者J (Horace Luclan Arnold， The Factory M岬 z

ageγand Accountant， S，回配 Exam.ρlesof the Latest A叩 ericanFactoη Practice， 1903， 
p. 12.)がいたのである。

24) Johnson， opαt.， p. 194 
25) Chandler and Redlich目。ραt.，p.6. 

26) Chandler and Redlich. 0;ρ cit.， p. 6 

27) Chandler and Redlich. o.ρ cit.， p. 9 
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が〔単一製品・多職能の多部門企業になるために〉念入りに作り上げた〔職能

別〕部門組織〔の集権的管理〕にとって， c本社に〕集中された会計、ンステム

(a cent目 lizedaccounting system，以下「集中的会計システム」という。〕怯欠くこと

のできないものであった。」即

そこで Iデュポ'/C火薬会社1が，テーラ とは違って，職長レベル〔や

工場管理者レベルコでの〔管理〕技術上の問題だけではなしとくにトップ・

レヘノレでの問題を体系化した」剖過程 C，職能別部門組織の 「全活動を統ーさ

れた会計γステム仁asingle conso1idated accou山 ugsystem) のもとにおくため

に」削設計した「集中的会計γ 兄テムは， 当社の (3つの主要部門をなしてい

た製造部，販売部，購買部という〕部門内部と部門間の活動の調整・統制・評

価を可能ならLめたので， トνプ・マネジメ Y トが日常的現業〈統制〕に・

注意をはらう必要性を軽減した。 ζ うして，短期的な現業〔統制のための〕決

定をする必要から解放されるや，当社のトップ・ 7 ネジメ γ トは19世紀の企業

では割合い知られていなかった長期発展計画を設定する仕事に集中することが

できた。このような〔戦略的〕計画設定には競合する使途への新投資の配分と

それに要する新資本の調達という 2つの基本活動が含まれていたが，これらの

活動は集中的会計システムからアウトプットされる情報なくしては果たすこと

ができなかったのである。」叩

2ll) Jζhn田n， ot. cit.， p. 186 

29) Dale， ot. cit.， pp. 2fi-27 

その場合に， ピエール・ S・デュポンと被に協力したハミルトン・マクフアーランド 「パ
グスデ ルは，旺営管理の他の開拓者とは違って，彼等がほとんど無視していたトップ・マネシ
メγ トの管理問題について重要な貫燃をなしたoJ(Ernest Dale and Charles Meloy，“Hamil 

ton MacFarland Barksda¥e and the Du P∞t Contributions to Systcmatic Man唱 cmcnt，"
Business History Re回目的 Vol.36. No. 2， Summer 1962， p. 152.)事実， rデュポン[火薬
会社で開発された管理会計γステムの編成〕原理は， [現業]監督者νベノレばかりではなく， トッ
プ田レベルへも適用されたoJ(Dale， o.ρ cit.， p. 48.) 

30) Chandler and Salsbury，噌 αt.，p. 144 

デュポン1<薬会社の場合に典型的にみられるように， I合併や買収による〔企業〕合間後に最
初にとられた処置の1つは， [単一製品・多職能叩多部門企業として〕より有効な詳しい会計手
続を設定することであったuJ(Alfred n. Chandler， Jr..“The Beginnings of ‘Big Busine田'

in Amer.ican Industry，" Business Histo門 Re別配v，Vol. 33， No. 1， Spring 1959， p. 26.) 

31) Jol四四.n，up. cit.， -+-p. 446 
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以上要するに，デ旦ポ:/r火薬会社の集中的会計システムは，製造部・販売

部・購買部内部〔とそれら相互間〕の現業の短期的統制，調整，評価のために

〔情報を〕ととのえたばかりではなしさらにトヅプ・マネジメ y トが長期的

〔戦略的〕計画設定の職務を果たすのを援けた。J32)したがって rテュポγ火

薬会社によって開発された管理会計システムは， c単一製品・多職能の多部「ヲ

企業を集権的に管理するための会計技術〕草新の重要な事例であるJ33lといわ
サグ

なくてはならないが，それを構成した部分ジステムにかぎってみれば，それが

モデノレとして参考にした先例Iが鉄道会計に見出されるのである。

なるほど，一般論としては r他の型の〔地理的に〕分散した〔単一製品〕

単一職能〔の多工場=多管区 (multi.divis剛山企業J'¥4lである「鉄道 C会社〕

がなし遂げたものは，単一製品・多職能の〔多部門〕製造企業へは，企業の性

格が違うため，ほとんど繰越されなかった」却といえるであろう。 しかし， デ
サコタ

品ポY 火薬会社の重層的管理会計の部分、ンステムに関するかぎり，鉄道会社の

戦略的計画設定のための会計と「近代的会社管理の折り紙をつけられた『計数

による統制Jl (control through statist口 )J耐と呼ばれた鉄道会社の総合管理統制

と現業U統制のための会計とから， それぞれ別のノレート(前者はロ}レイン市街鉄

道会社，後者はテ ラ が関係したローレイン製鋼会社なりを通じて，間接的に影

響をうけている事実を見逃すわけにはゆかないのである。

III 鉄道会計の工業会計への侵透過程

周知のように，戦略的計画設定のための内部「投資利益率概念の使用は長い

歴史をもっている」聞が r近代的形態で設備投資計画問題 (capital budg~ting 

32) John田 n，0ρ. cit.， * p. 448 
33) Johnson， op.αt.， p. 20-4 
34) Chandler and Red1ich， ot. cit.， p. 6 
35) Chandler and Redlich， op. cit.， p. 17 
36) Alfred D. Chandler， Jr. C.怠どL)，The Railroad， The Nation's First Big .Business， 

Sources and Readiπ:gs，ユ965，p. 99 
37) M. B. Scorgie，“ Rate of Return，" Abacus， A Journal of Accountiη.g and Business 

Studies， Vol. 1， No. 1， September 1965， p. 85 
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proble皿〕に先鞭をつけた」舶のは 1870年代の鉄道会社であった。 なぜなら，

11870年代の不況の到来とともに〔それまでの「過大建設」が表面化し〕固定

費と遊休設備能力の重庄が特に問題となってきたJI9lにもかかわらず， いぜん

として続く建設競争のなかで，鉄道会社のトップ「マネジメ γ トは. c膨大な

資本的支出を要する建設〕計画に取りかかる前に，新線が建設費にたいする公

正な利益を保証するにたる十分な必要性をもっているかどうかじさ bにそれに

要甘る建設費が調達できるかどうか〕という ιとを判断しなければならなかっ

た」叫からである。

「この 新線を建設すべきかどうかという 基本課題は，見積り費用，

予想収入，建設に充当しうる資本と〔それらから算定しうる〉期待投資利益率

を悲準にして計画的に決定されねばならなかった。」叫もちろん，その場合に，

「勧告された投資〔案1を承認するためにトヅプ・マ不ジメント (directoTS)を

導いた主たる考慮事項であったJ 1長期の期待〔投資〕利益率は，当面の競争

上の必要とのかかわりで， 大きく変化したJ42lが 110%があらゆる鉄道資産

にたいする公正な利益率であった。」叫

しかしながら，やがて. J . p・モノレガン商会を中核とする投資銀行の主導

38) Michael ChatJ1eld. A Hist田 yof Accounting Thought， 1974， 11. 181 

39) Chandler. op. at.， p. 1田
4{)) Chatfield， 0.ρ cit.. pp. 181-182 

「軌道，設備，停車場，その他の施設の建設または買収による拡張を官む長期政策決定はその
複雑さにおいて先f刊のないものだったJ (Chandler， op. cit.， p. 98.)が，土木技師アーサー・
ミνソ ウェリントツが1877年に発妻し〔その桂10年を経た1887年に増補改訂し〕た『銑造立地
の経済理論』によると. r(li鉄道建設へ白支出総額にたいし公正な利益が与えられる十分な必要
性が鉄道にある(か，いな〕か。 (2)との〔建設支出〕総額は調達できる〈か，できない〉かe こ
の判定は必ずしも前もって確かな金額で表明きれない一一事実，きわめてまれにしか表明されな
い。 しかし， 建設にとりかかろうと扶定きれた時にはいつでも， しばしばきわめてあいまいな
形ではあるけれども，かかる判定が実際になされているJ CArthur MeI1en Wel1ington， &0  
nomic The日ツ ofthe Loca恥 lof Railways， revised ed.， Ul!:17， pp. 13-14.)のが実情で
あった。

41) Chatfield， opαt.， p. 182. 

42) Thomas C. Cc品 mn，Railroad Leaders， 1845-1890， ，The Business Mind in Action. 
1965， p.. 133 

L1Cl) lhid.， p. 127 
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のもとに ((Re-Morganizing the rail:roads))叫として鉄道会社更生 (railroad
，)>-"テム

reorganization)が進み， 大鉄道「網が完成するにつれて. c既設線を〕買収し

たり. c新たに〕建設したりする必要がへり，戦略問題もだんだんと少なくな

ってきた」ので，鉄道会社の「トップ・マネジメ Y ト(田町OT 0伍cers) は再び

次第に現業〔統制〕業務にたずさわるようになった。J45lしたがって. 19 I世紀

のおわり頃には. w計数による統制』という用語が鉄道〔会社】では一様に使

われるようになったが，乙の統制は現業〔統制にある程度まで総合管埋統制の

要素を加味したもの〕にとどまり，それ以上にはでなかった。J削「鉄道〔会社〕

によってはじめて〔計数による統制のために〕開発された〔経蛍〕統計 J仰と

会計「デ タならびに〔それらを作成する〕手続は異なった現業単位の業績評

価とその聞の運送の流れの調整という主要な本社機能を果たすには，それで十

分であったのである。J481だから Iすでに1850年代にJ I過去の業績を評価す

るために十分なデータ〔を盛り込んだ日報・月報による内部報告制度〕を開発

した」鉄道会社も. 1870年代に収益的支出の予算統制に手がけた以外には，戦

略的計画設定や総合管理統制のために必要な近代的な「予測〔技法J.C総合〕

予算編成，前もって計画するために使用できる統計手続を完成するにはいたら

なかったのである。J(9)

44) 鉄道会社 I~更生~ (，凹唱叩1回 tion)という用語J CStuart Daggett， Rail:同 adReorg，ωu 

zation， 1908， p. 335.)は，そり主導者の名前をもじって <(Re-Morganizingthe Railroads>> 

CJohn K. Winkl町 Mn増田z，The Magnijir:ent， The Life o.f.T. Pie中間tMorgan 

1837-1913， 1930， p. 125.)または ((Morgani写ing_Rail四 ads>>(Lewis Corey， The正louse
ザ Morgan，A Social B.四 graphyof the Masters of Money， 1~削， p. 12ヲ)といいかえら

れることもある@
45) Chandler and Red1ich， op口"t.，p. 8 

，1901年以後に鉄道業で戦略的計画設定が重要でなくなったという事実J CChandler and 
Red1ich， ot. cit.， p. 17.)によって. ，はや〈も1870年代にJ ，3階層経営管理 (three-stage

business administration)へ第一歩を踏みだLたJ ，鉄道[会社]が〔再び]よりシシプルな
2階層経蛍管理 (two-stageadministration)へ戻ったJCChandler and Redlich， op. cit_. 
p_ 22.) 理向も説明できZのであ~.

46) Chandler and Redlich， op. c.ι， p. 16 

47) Chandler and Redlich， op. cit.， p. 16 
48) Chandler and Redlich， Qρcit.， p. 17. 
49) Chandlt:!r anu Rt:ulich.υ.t. at.， pp. 16-17. 
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とはいえ，鉄道会社で「すでに1850年に考案された〔内部〕報告〔制度〕な

らびに〔経蛍〕統計〔と会計〕手続が，南北戦争後には 般に使用されるよう

になった」刷ことからもわかるように Iアメリカの鉄道〔会社〕は， 1880年

代のおわり頃には，かなりの統一性をもった精密な会計方法を開発していたの

である。J"ヘ、や，そればかりではない。 1880年代の「鉄道会計は工業会計より

もはるかに先に発達した。」町 lそしむ この点で L鉄道会社は〕ほとんどの工

業分野をリードした」聞ので I会計概念、とのテーラーの最初の出合い」叫が銑

道会計の学習であったとしても，決して不思議ではないのである。

事実，テ ヲ は， 1890年にメイン州のマディソンとウィスコ y シY州のア

ップルト Y で製紙工場を経営していた「マユュフ Tクチュアリ Y グ投資会社の
ジエ不ラルマネ νヤー

総支配人になった時に，その地位からして会計に詳細な注意をはらわねばな

らなかった」聞ので， 1892年に， その当時「マニョファグチ ιアリング投資会

社に雇われていたウィリアム・ D・ベースリ という名前の〔鉄道会社での多

年の経験をつんだ〕職業会計土」耐から一般会計システムの原理」町につい

て手ほどきを受け，さらに，その年の 6月に退職するや，ケネベックの田舎小

屋にひきこもり I夏中を会計問題，特に原価〔会計〕と費用分析のシステム

に関する問題に没頭し，その後いろいろな鉄道〔会社〕の事務室へその〔会計〕

システムを調査するために訪れた。」耐

こうした経緯からもわかるようにテ ラ は〔その当時の熟練した鉄道

会計士であった〕ベ スリ の会計方法を製造工場へ適合するよう修正するこ

50) Chandler and Redlich， ot. cit.， p. 16 

51) Jcnks， ot. cit.， p. 427n 

52) Copley， op口九 Vol.1， p. 364 
53) J enks， op αt.， p. 427n 

54) Marc Jay Epstein， Tfw E..酔'ctof Scientific Management on the Developmentザ the

Stan.d回dCost ゐstemCVnpublishcd Ph. D. di鉛 ertation.University of uregon. 1973)， 
p. 123 

55) Copley， 0.ρcμ， Vol. 1， p. 363 
56) Copley.暗 .cit.， Vol. 1， p. 364 

57) Epstein， op. cit.， p. 123. 
58) Copley， op. cit.， Vol， 1， p. 392 
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とによって， ~テーラーの原価・会計統合システム 11 (Taylor's Interlocking Cost 

and Accountirig System)と呼ばれるものを開発した」問わけであるが，鉄道会社

における 「計数による統制という基本的経営技術の発展」叫がテーラーを媒介
サプ

者としてデ品ポγ火薬会社における重層的管理会計の部分システムに接続して

いたというためには rテーラーが1890年代の初期にその当時とし Cははるか

に進んだ鉄道り〔会計〕 γλ テムを通じて会計の研究へ接近したという事実fl)

だけではなし さらに I鉄道会計嘆務の影響をうけた」回テ ヲ に代表さ

れる「産業技師によッて設計された鉄鋼〔会社]，電気鉄道〔会社]，化学工業

〔会社〕の原価会計システ人」叫がデ品:F':/火薬会社の会計システムの設計を

担当Lた「ピエール〔デ t ポγ〕や彼の同僚がー ー参考にすることがでgた」叫

先例であったことを立証しな〈てはならない。

その場合に，状況証拠としては，デェポγ 「火薬会社の会計システムを設定

する責任を部分的に負っていたピエール・ s・テュポン，アーサー・[JJモク

ザム， ラッセノレ・ [S]ダナムがフレデリック・ [W]テーラーが製造原価会計

システムを設計したベンシノレハニ7州やオハイオ州の諸企業でいろいろな時期

に仕事をしていたことは，重要な意味をもっている。」町

事実， ペンシルハニア州ジョ γズタウンのジ豆 γソY会社が経営していた

(1898年にローレイ γ製鋼会社として分離した)オハイオ州ローレイ γ のロ レイン

59) Ep，匂lIl， O.ρα"t.. p. 131 

11898年 [9月〕にテーラーはコンサルタントとして彼を雇った最後の企業であったベスレへ
ム製鋼会社に彼の『簿記法』を導入した時にJ (Copley，ゆ cit.，Vo1. 1， p. 364.)，社長R.P

'リゾダーマンヘ提出した「彼が設置すベ〈提案した原価・会計システム脅概説した報告書」の
序文で，彼が「最良であると信ずる構記法は一般に製造業に適合するよう俸正した鉄道り近代会
計システム (thern.odern railroD.d systcm of uccounting)であるJ CCopley， o.ρ cit.， Vo1. 2， 
p. 142; Epstein， 0，ραt.， p. 134.)と明言している.

60) Chandler and Salsbury， op. cit.， p. 132 

61) Copley， 0，ρ. cit.， Vo1. 2. p. 375 

62) Johnson， o.ρ cit.， p. 193 

63) Joh田 on，O.ρ ot.， p. 188 

64) Chandler and Salsbury， op. cit.， p. 125 

a号) Johnson. ot αt.， p. 194 
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製鋼工場と(ジョンソン電機会社の後身として，ロ レイン市街鉄道会社D電車用モー

ターなどを製作していた〕ジョンズタウ Yの見チーノレ・モーターズ会社にテーラ

ーが1896年に原価会計γ月ナムを開発するために招かれた時に，モグザムはジ

ョンソ Y会社の社長であり，またダナムと T ・=ールマン・デュポンはそれぞ

れローレイ ν製鋼工場のコ Y トローラーと総支配人であった問。さらに，ベ凡

レへム製鋼会社ヘテーラーが1898年にコンサルタ γ トとして赴いた時に，ダナ

ムは当社のコソトローラ に転任した町。こうした経験にもとづいて，1902年

i6月頃に，ダナムは，ピエ ル〔デュポYJと仁彼が1900年自月にそグザム

の勧めで簿記係として雇入れた，以前に速記者としてモグヂムと一緒に仕事を

していた叫ジョン・J:ラ九コブの慎重な配慮のもとで， 鉄鋼〔会社〕で開発

された原価一覧表 (costsheets)聞やその他の会計手続を火薬事業に適用する仕

事に骨を折った。 cダナムが考案した〕 ζれら新しい会計形式は間もなく〔デ

ュポγ火薬会社の〕製造工場ではもちろんのこと，購買・販売事業面でも使用

されるようになった。J70J

66) Michael Ma拙ο吐"“ Technologicaland Managerial Innovation: The Johnson C山 .upany，

18田 1898;"Business His如門 Review.Vol. 5αNo. 1. Spring 1町6，pp. 66-67; Chandler 

and Salsbury， ot. cit.， pp. 26， 30， 32. 71 ; Copl町，Qか口t.，V 01. 1. pp. 445， 448， 450 

67) Chuudlcr und So.lsbury， op. cit.， p. 71 

68) Chandler and Salsbury， 0.か 0九 p.39 

69) たとえば， 1872年に設立された「カーネギー・マッキヤンドレλ会社。セクレタリー νク

ャラ 」に， のちに「総支配人」に就任した「アレゲニー バレー鉄道会社副社長J(Jos巴ph

Frazier Wal1， And同加 Ca'切egie，1970， pp. 309， 310， 325.) ウィリアムー p. iシシにょう

て導入された 会計ツステムは，エドガー トムソン[工場の〕管理者に 1トンのインゴツト

やνールの製造に投入した生産要素 (everyone 吋 themany operati即時の正確な原価

や一目でみることを可能にLたJ (James Howard Bridge. The lnside His師 "'y of the 

Carnegie品田ZCmntany， A Ramance of Millions， 1903， p. 94.)杭この月ごとに作成さ

れる「νγの生産原価利益内示表J (Wall，噌.a九 pp.325-326.)が「ば巳めて毘付された

申は， 1875年10月L日であったoJ (Bridge， o.か αt.，p. 95.) 
70) Challdh:r出 _dSalsuury， vμ cit.， p. 71 

その場合iこ，デュポン火事会社が内部報告システムとして採用した「月報 Cmonthly目 P目 tS)J

(仁handlerand Salsbury. o.ム ctt.，P・1::13.)は，鉄道会社によって開発された「月報の原理を

とらえJ (Cop]ey， 0.ム αt.，Vol. 1， p. 369.)て， iテーラーが fローレイユ製鋼生社や]ベス

レへム製鋼会社に導入したシステムJ (Copl可 ，Qかαム Vol.1，払 365.)を拡大適用Lたもり

として位置づけることができょう a

しかしながら，月次原価一覧表に関するかぎり， たとえば， 1田0年代はじめに，アメリカ
のビール醸造会剖この会計を監査するために，イギリスから派遣されたプライス・ウォーターハウノ
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なお，いいおくれたが 1ピエ ノレ〔デュポン〕は1893年から1898年の聞に

ジョ y ソY会社との接触から〔経理管理上〕重要なことを数多く学んだ」γリば

かりではなく， 1899年に J• p ・モルカャン同会の後援でジョンソン会社が鉄鋼

事業をフュデヲノレ製鋼会社へ株式と交換に譲渡した時に，退任したモグザムの

後任としてジョンソ γ会社(の μ レイン市街鉄道会社〉の社長に就任していたn)

ことを付加えておこう。

こうした関係が明らかにしているように，デ L ポ γ火薬会社のピエーノレ・デ

ュポγ と彼の部下として会計ジステム設計にたずさわったそグザムとタナムは，

鉄道会計、ノステムを製造業に適合する上う修正した「テ ラ の[原何】会計

システムの影響をうけて，生産能率を達成するための〔会計〕システムを考案

したが， [その場合に〕彼等は生産能率以上の ζ とを達成しようとした。彼等

は純利益と工場作業の双方を監視する内部報告システムを求めた。 1899年

以前の工業企業で〔会社〕全体の純利益が売却された各製品別の純利益とつな

ぎ合わされた定期報告をもっていたものはほとんどなかったし，ましてや投資

利益率について定期的情報をもっていたものは皆無であった。[したがって，

デュポン〕火薬会社の〔定期〕報告のもっともはっきりとした先例は，ピエー

ノレ・デェポンが1900年前後に関係した ローレイ γ市街鉄道会社の月次・年

次報告であった。このローレイン〔市街鉄道会社のモグザムが作成した〕報告

書は， この企業によって経営された各事業(土地開発，市街電車3 発電〕の純正Ij

¥ス会計事務所のアメリカにおける 12人の代理人[ノレイス・デーピス ク宮 ンズとウヂリアム
ジェームスーシ}ザ〕が! 各工場の現業についての正確な計数白岡田岡めをととのえる

ために月次原価一覧表 (monthly回 stsheets)が作成さるべきことを会社経営者に[しばしば〕
提案したJ (C. W. DeMond， Price， Wat町先ouse& Co. in A附 rica，A Historyザ"a
P1.I.blic Ar:cf1Unting Fi門冗 1951，pp. 19-20.)ので，それをうけてビールとひ'んづめの原価一
覧表が作成されていた (MaryE. Murphy，“The British Accounting T-四ditionin Ameri 

ca." The Journal of A町四的加tcy，VoL ユ11，No. 4， April 1961， p. 56.) 事実からして

一一一l田0年代半ばにはかなり一般的に使用さわしていたといわなくてはならないから，こ白面でD

ナーヲ り員献を過大評価する ζ とは危険である。テ ラーは， "，でに指摘したように，近代工

業会計四吾孟=芸品=lIm説段階における第2次開拓者兼コンサルタントにすぎなかったりであ
る。

71) Chandler and Salsbury， op.αt.， p. 33 
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益と各事業の投資利益率の双方を示していたJ73}ので iそれは Ci当社の活動

のセグメント JJJIj業績評価ばかりではなしさらに〕投資決定の合理的基準と

なることができた。l4)

ζのような「ローレイ γ 〔市街鉄道〕会社の財務管理システムについてピエ

ーノレ・デ z ポンが表明した感嘆は， C彼が鉄道会計の上業会計への侵透過程の

終着点に接続する新出発点に位置して，デュポγ〕火薬会社の会計・内部報告

V ステムの設計を指揮監督した時に，モテノレとしてローレ 1y C市街鉄道会社〕

の報告書を意識して見習ったことを示している。J75)

IV デ 2ポン火薬会社におけ吾戦略的計画設定のための会計

ルウテイ γ

i1899年以前には， C鉄道会社の場合を除くと〕経常的会計情報はほとんど

企業の長期計画設定のための指標となっていなかった。」町これにたいし，デュ

ポン「火薬会社の集中的会計システムによってととのえられた会計情報は， ト

ップ・マネジメントをして計直設定業務を構成する 2つの主要活動 競合す

る経済活動問への(運転資本の維持を含む〉新投資の配分とそれに必要な新資

本の調達一ーを遂行することを可能ならしめた」町ので， i子 ι ポン火薬会社は

長期計画設定に欠くことのできない予測情報やその他の財務情報を規則的にと

とのえる会計手続を開発した最初の工業企業であった，といえよう。」町

すでにのべたように， トップ・ 7 不シメ Y トの長期計画設定業務を構成する

i2つの活動のうち，第 1if) C新投資の7配分は〔鉄道会社の場合を別とすれ

72) Chandler and Salsbury， op. cit.， p. 36 

73) ]ohnson， op. cit.， p. 194. 
n899年ジョンソン会主二年次報告書』では， iローレイン市街鉄道[会社〕の純利益が純投資

[額]と比較され7 いえしかしながら，のもの〔デ1 ポン〕火薬会社町投資芳I益車の計葺とは違
って，ロ レイソ〔市街鉄道会社〕の数値は投資総額よりもむしろ株主投資額にたいする矛u益率
を示している。J(Johnson， op. cit.， p. 194n.) 

74) Chandler and Salsbury， 0，ραt.， p. 33 

75) ]ohnson， opαt.， pp. 194-195 

76) Johnson， opα't.， '" p. 448 

77) John田 n，O，ρ cit.，p. 187 

78) Johnson， 0.ραt.， '" p.，448 
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ばJ19世組の専業企業の経営者には比較的に知られていなかった。しかしなが

ら，世紀の転換期以後に新たに〔垂直的に〕統合された工業企業では[新投

資の〕配分はトサプ・マネジメ Y トの主要業務の 1つとなった。J'"rこの事実

そのものは新しい〔デュポYJ火薬会社と [1872年に組織された〉旧火薬工業

協会 (theold Gunpowder T阻 deAssociation) との， [わかりやすくいうと， r価

格設定」に専念L，資本的支出のための資金配分」に考慮をはらっていなか

勺た〕旧カルテノレと集権的に管理される新事業会社との基本的違いを強調して

いる」舶が， その場合に， デュポ γ 「火薬会社が投資プロジヱクトを評価する

ために用いた基準は投資利益率であったoJ80

事実 r合理的に計算された〈期待〕投資利益率は〔いくつかの投資〉代替

案のなかから選択〔決定〕する基準であった」叫が， 新投資の「配分決定をな

すに当って，投資利主主率はキとして新型の〔または改良された〉製造施設の建

設代替案を評価するために用いられた〔ことに注意しなくてはならないのつ主

り〕投資利益率は通常製造部門における投資決定基準でしかなかったのである。

なぜなら，当社の他の現業部門は，ほとんどの場合，損益によって直接測定す

るζ とができなかったからである。唯一の例外は，後で論ずるように，ある投

資配分問題を解くために投資利益率基準を用いた購買部門であった。しかしな

がら，当社の新投資の大部分は製造部門になされた。この領域では，投資利益

率テータは〔トップ〕マネジメ γ トが競合する製品系列間への資金配分という

79) Johnson.。ρ 日 t.，p. 187. 

80) Chandler and Salsbury， Qραt.， p. 163 

81) ]oh回 on，ot. cit.， p. 187 
1905年11月に聞かれた〔パ クスデールが主宰した〕高性指爆薬製造部監督者会議 CHighEx 

p¥osives Operatil沼 Dep<:irl回目ltSuperintendents' Meeting)で会計部門が「当社は投下した
グνイ'"ズ

資本と知力にたし、L公正な利益を草受すべきであるJ CDale and Meloy， op. cit.， p. 140.) と

報告してい~ことからもわかるように， iデュポン火事会社の創業者遣は 『芋益があまりに

も多かったかそれともあまりにも少なかったかの真の主草は原価にたいする利益の割合ではたぐ，

事業に投下寄れた貨幣にたし寸h る利益事であるJl (R. H. Dunham， "Object of Accounting，" 

A Paper for The H. E. O. n一品中en'n};"町会'I1ls'Meering， No. 33， April 20-26， 1911， p 

17.)と結論を下していたoJ(Johnson， 0，ρα't.， p. 188.) 

82) DaJe， ot αt.， p. 56 
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計画設定上の主要業務を果たすのを援けた。[デュポン〕火薬会社の会計シス

テムは〔業績評価のために，当初から〕各製品系列と各火薬工場別に純益と投

資総額の双方について情報をととのえていた」叫から 1トvプ・マヰジメ y

トはもっとも高い利益をあげた製品や工場へ新投資資金を配分することができ

たのである。」叫

したがってデュポン火薬会社は管理会計で〔戦略的計画設定のための

会計として〉投資利益率を使った最初の工業企業の 1つであった， といえよ

う。」町

たしかに 11899年りずっと以前から企業は業績を測定するために純利益

〔データ〕を用い亡いた吋れども， これらの企業は純利益を資産投資総額との

かかわりではなく，作業の原価とのかかわりで評価した。典型的な19世紀の企

業者の ・主要な関心は主として 1つの経済活動化従事Lていた作業の原佃を

統制し，能不を向上するととにおかれていた。したがって，彼は彼の介業の投

資(すなわち事業規模〕は与えられたものとして， 短期的な原価管理に努力

を集中した。」耐これにたいし， デュポン「火薬会社のトップ・マネジメント

(ex白 utives)は原価統制γステムが日常的な現業統制と評価のために不可欠で

あることを認識していた什れども，彼等の原価会計システムのみによってとと

のえられる以上の情報を長期的〔戦略的〕計画設定のために要求した。 1899年

83) Johnson， opαt.， p. 187 
ただし 「投資利益率〔白算定〕のために当社によって用いられた基本数値は， (減価償却盛・.• 

長期債靖への利払い前の〉純利益を〔総資産から白れん.そむ他の無形資産，流動負債，減価償
却引主主を差ヨl'、た〉純資産で割ったものであった回J(John田 n，噌 cit.，pp. 1町n-l田n 怯点

高寺)その場合に，創設過程で計上されたのれん，その他の無形賛産や流動負債を控除したの
は当然としても，現廿のように，楓価償却引当金を控除しないで，固定資産の車得原価を基準と
している場合と比較すると，投資不U益事は酎周年数の経過にともなって増加しくいく傾向をさげ
られないりで，新設備の多し倍E門ほど相対的により大きな利益を禄得するよう仕向けられていた
わけである.こむことはまた新投資の選定基準が業績評価基準よりもきびしかったことを意味し
ている。

81) John回 n，op. cit.， * p. 448 
85) Johnson， ot α"t.， p. 187 

86) Johnson， o.ρ at.， p. 186 
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以前のほとんどの工業 C企業〕者は，短期の価格/原価関係に焦点をしぼること

に甘んじていた」町のにたいし， 1900年以後に続出した単一製品・多職能の多

部門企業にとっては I相異なる総統的な〔投資〕資金需要への資金配分(:!:，

原価計算や価格政策よりもはるかに大きな長期の意味をもっていた。」町

事実，このような「資金配分という基本問題は〔テ品ポン〕火薬会社のご〈

初期から存在していた」叫が， 1903年には I垂直的統合と既存〔生産〕工程

改善政策が新生産施設の建設にたいして優先権が与えられていた」町ので，

1904年に入ってから， トレージャヲーとして「長期の資本的支出を承認するよ

り体系的な手続を開発する必要J91)に直面した「ピヱーノレ〔デュポン〕は

各製品の生産〔施設〕に〔投下された〕資本的支出と各製品〔の生産=販売〕

に上勺てえられる利益との関係を示す詳細な一覧表を作成した。乙れは各製品

の生産〔施設〕に支出された貨幣額にもとついて『投資利益率』をえようとし

たピヱーノレの最初の試みであった。ピェ ノレ， ラスコブと彼等の部下は投資利

益率が当社の単純かつもっとも重要な分析用具となるまで，この分析を改良し

つづけた。j明

こうして I業績測定に投資利益率の使用はE・I・デュポン〔火薬〕会社

によって開拓された」明わけであるが， その場合に， 当社は「管理会計の用具

として投資利益率の使用を可能にした主要な〔会計技術〕革新」叫を固定資産

会計システムについてほどこした町ので，そこに編成された「建設充当システ

B7) Jnhnwn， opαt_， p. 188. 

88) Chandleτand Salsbury， O~ραt. ， p. 158 

80) Chandler and Salsbury， o.ρ cit.， p. 158 

90) Chandler and Salsbury， opαt.， p. 217 
91) Chandler and Salsbury， opαt.， pp. 162-163 
92) Chandler and Salsbury， 0.ρ. dt.， p. 147 

93) C阻 aldG. Mackenzie，“ Looking Around: Cost Acε:ounting Literature." Harvard 

Busin<!ss Rι沼尻町 Vol.35， No. 1， January-February 1957， p. 141 

94) John田 n，op. cit.， pp. 188-189 

95) "設備投資の詳細な記鋸は1899年以前の企業iとはまれにLか存在Lなかった.J.(John:'lon， o.ρ 

cit.， p. 188n.)事実，パーグスデールによると，デュポン火薬会社として新設「合併以前には，

個々の会社はそれぞれ設備の揮個をできるだけ少なく計上するのを好んだ. そして， 時折『設ノ
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ム (theconstruction appropr凶 ionsystem)は投資総額について適時の正確な情

報をもたらしたばかりではなし さらに， すでにのべた2つの計画設定活動

のうちの第 2の新長期資金調達の計画に当りト γ プ・マネジメ γ トに有用な情

報をもたらしたー新設備への支出は当社の新資金調達の必要額を決定する主要

な要素であったから， 建設充当支出 (appropriations and expenditures for con. 

Struction)に関する情報は新長期資本必要額の計画にとってどうしても欠かせ

ないものであった。 Lかしながら，建設充当シ旦テムは資金調達を計画するの

に必要な情報の一部のみをもたらした。〔デュボ:;/J火薬会社の基本的〔企業金

融〕政策は留保利益と〔普通〕株の〔発行〕売山収入とから拡張資金を調達す

るζ とであった。(f昔入金融は避けられた。〉それゆえ，純利益の予測が企業自

体で遂行できる新建設の最高額を決定するために要求された。純利益の予測は

(会計部門の記録にもとづく〕製品別単位当り見積り純利益に(販売部門の見

積りにも Fづ<)月次に計画きれた爆薬販売数量を乗じておこなわれた。その

結果えられる計画された売上利益にさらに計画された営業外利益〔すなわち土

地売却益，有価証券売却益など〕を加えて，見積り純利益の数値がえられた。

この情報は， [さきの〕建設充当〔γ九テム〕がもたらすデ タと組み合わ

された時には， さらにトップ・マネジメントをして当社の現金保有額〔回，h

、、備』勘定から，当期利益にたいし，多額の項目を償却した。これが普通D実務であった。J(Wm.

G. Ramsay，“Construction Appropr.iations，" A PapeT for正l.E. O. D. Superintendents' 

M出 ung，No. 32. April 12-16， 1910， Discussion， p. 3.) これにたいし，デーポン火事「会社
の生産資産会計ジステ人は cr投下資木額をできるだけ精密に知るためJCIbiι， p. 3.) fと11903 

，-ーマネシト
年に当社がすべての設備の完全な棚卸しを実施し，各項目の〔評]価額を総勘定元漏り『永久投
資』勘定に記最した時に開始されに。その桂，新建設はことごとく r永久投資』勘定へ原価で借
記され〈除去費産は貸記され〕た。建設・〈または〉除去原価にかかわる合計データは包括的な
建設充当手続臼 co皿 prehensiveconstruction appropriation procedure) を通じて供砧討し
たロJ(Johnson， op. cit.， p. 189.) 
この手続によると， 11設備投資案は(そこに記入すべき事項として]支出の見積り額，投資案

から予期告れる原価節減またはその他の{吉正の見潜り額， [投資案を]正当と認める証拠を要求し
ている[建設〕充当書式 (standardapPropriation forrns)に記戟された.充当額が承認される
と新資産への最持の実際支出について報告が提出されたJ(JohmmTI，噌 αt.，p. 189n.)の己

「スタッフは告工場営業所ヘ白充当項目別に既支出額と未支出額の詳細な一覧表を作成したJ
CChandler and Sabbury， u.ρ 叫 t.，pp. 146-147.) 
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position)と新資金調達必要額とを予測することを可能ならしめた。 じ事実〕

191口年頃には，経営委員会は一年先の当社の現金保有額の月次予測〈デ タ〕

を受け取っていた。 cそして〕これら現金〔保有〕計画と純利益の予測はとも

に規則的に実績と調整された。」叫

一一以下続稿一一

96) John田 n，'!.ρ cit.， pp. 189-190 


